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別紙様式第１　様式２ ①

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （市町村分）

自治体名 静岡県焼津市

本事業の担当部局名 こども未来部子育て支援課

区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費 役務費

総事業費 0 0 0 0 0 0

対象経費支出予定額 0 0 0 0 0 0

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 0

委託料 使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

総事業費 292,000 0 0 0 292,000

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

　本市が抱える少子化等の課題解決や、人口の将来展望を達成するための事業や施策をとりまとめた「焼津市デジタル田
園都市構想総合戦略」を令和６年３月に制定。婚姻数の減少や出生数の減少に対応するため、結婚を希望する若い世代
が安心して結婚して定住できるように、県及び市町が運営する出会いサポートセンターと連携した出会いの場を提供すると
ともに、市独自の子育て施策の充実を図り支援を行っている。

転入者や子育て支援サービス利用者に、当市の子育て支援に関する様々な情報や行政サービス等について、妊娠期から
こどもの成長に合わせて必要な情報を得ることができるよう一冊にまとめることで、市民の出産・子育てに関する不安や困
りごとの手助けとする。
また、出産・子育ての当事者だけでなく、市内地域交流センター、公立図書館、市役所情報公開コーナー等への冊子の配
架や、市広報、市ホームページでの電子書籍版掲載及びLINE配信等により地域全体へ情報発信を行うことにより、結婚・
子育てを応援する社会的機運の醸成を図る。

番号 項目 内容

1

ガイドブック作成 子育て世帯を対象とした自治体の支援体制のほか、親子で遊べる公園や支援センター、保育園・幼稚園や小学
校・放課後児童クラブを紹介するなど、子育て情報を掲載する。
１年間配布するため最新情報を市HP等で確認できるよう各事業紹介にHP等URLのQRコードも掲載する。
ガイドブック掲載事業担当課窓口や掲載施設へ設置するだけでなく、母子手帳配布時や健診時の配布物として
渡し、子育て世帯に広く周知されるよう努める。（令和８年度配布部数6,200部）
ガイドブック小口の上下にある角を丸く加工し、子育て世帯における子どもの怪我を防止する。
完成したガイドブックを電子書籍化することで、出先など紙媒体のガイドブックを持ち運ぶことが大変な時や手元
にガイドブックが無い時に、スマートフォンやパソコンなどから見ることができる。
日本語で作成したガイドブックの内容を要約し、多言語化したものをインターネット上で閲覧できる。市内在住の
外国語を母語とする子育て世帯にも活用してもらえる。

＜本個別事業の位置付け＞

実施期間 令和８年４月１日 ～ 令和９年３月31日 事業開始年度 平成26年度

総事業費（Ａ）（円）

事業メニュー 結婚_妊娠・出産_子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

区分 一般メニュー

関連事業メニュー 3_1_1 その他、結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

個別事業名 焼津市子育てガイドブックリニューアル事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

292,000

292,000 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 0 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 292,000

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

対象経費支出予定額 292,000 0 0 0 292,000

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0

区分

R７年度からは災害時の避難バックやハザードマップ、発達支援等に関する事業紹介もしている。
この他、教育支援センターの設置など、学齢期の支援体制について掲載が無いため、新たな掲載事業として検討する。

費
用
内
訳
（

円
）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け

個
別
事
業
の
内
容



KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

安心して産み育てることができると思っている人の割合（高校生以下の子どもがいる世帯） ％ 81.8（R11） 81.8（R6）
結婚にあたり市の支援を受けた件数 件 136（R6～R10累計） 65（R6～R8.1時点）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.35（H30～R4厚生労働省：R6公表値）

婚姻件数 件 477（R4静岡県人口動態統計：R6公表値）

婚姻率 3.7（R4静岡県人口動態統計：R6公表値）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① 配布部数 部 6,200（R8） 6,000（R7）
②

③

④

⑤

（アウトカム) 

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％

⑥

④ 子育てガイドブックが使いやすいと答えた人の割合（満足度） ％ 60(R8) ―
⑤

②

⑧

⑦

希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

参考指標
※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標
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別紙様式第１　様式２ ②

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （市町村分）

自治体名 静岡県焼津市

本事業の担当部局名 こども未来部こども相談課

区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費 役務費

総事業費 0 0 0 202,000 823,000 0

対象経費支出予定額 0 0 0 202,000 823,000 0

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 0

委託料 使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

総事業費 3,908,000 0 0 0 4,933,000

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

　本市が抱える少子化等の課題解決や、人口の将来展望を達成するための事業や施策をとりまとめた「焼津市デジタル田
園都市構想総合戦略」を令和６年３月に制定。婚姻数の減少や出生数の減少に対応するため、結婚を希望する若い世代
が安心して結婚して定住できるように、県及び市町が運営する出会いサポートセンターと連携した出会いの場を提供すると
ともに、市独自の子育て施策の充実を図り支援を行っている。

発達に支援を要する子どもや園、学校等の地域で配慮を要する子どもに対する理解を深め、子どもと保護者を地域で支
え、子ども達が元気に暮らしやすい社会になることを目指すためのものである。

番号 項目 内容

1

子どもの特性を理解
し関わり方等を学ぶ
機会の提供

様々な特性を持つ子どもたちが、元気で暮らしやすい社会となることを目指して、保護者、保育者等の支援者
に、子どもの特性や関わり方などについて専門的な知識を習得できる研修機会を提供する。
対象：発達支援を要する子を持つ保護者、福祉・保育・教育関係者
内容：児童精神科医による専門講座の実施。子どもの特性や関わり方、基本的な制度や医療等についての講
座を受講する。
・発達障害講座　1クール2日間×3クール　講師2名　参加予定人数 1クール50名
・コミュニケーション講座 1回実施　講師1名　参加予定人数 50名
対象となる者以外にも事業の取組を広報やホームページ等への掲載を通して知らせ、社会全体の気運醸成を
図る。

＜本個別事業の位置付け＞

実施期間 令和８年４月１日 ～ 令和９年３月31日 事業開始年度 令和8年度

総事業費（Ａ）（円）

事業メニュー 結婚_妊娠・出産_子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

区分 一般メニュー

関連事業メニュー 3_1_1 その他、結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

個別事業名 子どもの健やかな成長支援事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

新規

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

4,933,000

4,933,000 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 297,000 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 4,636,000

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

対象経費支出予定額 3,908,000 0 0 0 4,933,000

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0

区分

費
用
内
訳
（

円
）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け

個
別
事
業
の
内
容



KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

安心して産み育てることができると思っている人の割合（高校生以下の子どもがいる世帯） ％ 81.8（R11） 81.8（R6）
結婚にあたり市の支援を受けた件数 件 136（R6～R10累計） 65（R6～R8.1時点）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.35（H30～R4厚生労働省：R6公表値）

婚姻件数 件 477（R4静岡県人口動態統計：R6公表値）

婚姻率 3.7（R4静岡県人口動態統計：R6公表値）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① 事業対象者（参加者等）の人数 人 350(R8） ―
②

③

④

⑤

（アウトカム) 

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％ 70(R8) -

⑥

④ 受講後等に新たに取り組みたいと思う事柄があると答えた参加者の割合 ％ 60(R8) ―
⑤

②

⑧

⑦

希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

参考指標
※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標



個票

個票

【補助対象要件】　原則として国基準とし、自治体独自基準による場合は当該欄に記載

国基準 夫婦の合計所得が500万円未満

自治体独自基準

別紙様式第１　様式２ 支援プ①

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （市町村分）

自治体名 静岡県焼津市

本事業の担当部局名 企画部移住定住課

事業メニュー 結婚・妊娠・共育ての相談機会提供・支援プログラム

区分 都道府県主導型市町村連携コース

関連事業メニュー 4_2 結婚・妊娠・共育ての相談機会提供・支援プログラム（都道府県主導型市町村連携コース）

個別事業名 焼津市結婚新生活支援事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

国基準 夫婦ともに婚姻日における年齢が39歳以下の世帯

自治体独自基準

【補助上限額】　原則として国基準とし、自治体独自基準による場合は当該欄に記載

国基準 各費用に係る合計が60万円

自治体独自基準

国基準 各費用に係る合計が30万円

自治体独自基準

【その他独自要件】

39歳以下
の場合

　申請期間を令和８年７月１日から令和９年３月10日、対象支払期間を令和８年４月１日から令和９年３月10日とする。

総事業費（Ａ）（円） 19,000,000 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 0 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 19,000,000

実施期間 令和８年４月１日 ～ 令和９年３月31日 事業開始年度 平成30年度

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

19,000,000

　本市が抱える少子化等の課題解決や、人口の将来展望を達成するための事業や施策をとりまとめた「焼津市デジ
タル田園都市構想総合戦略」を令和６年３月に制定。婚姻数の減少や出生数の減少に対応するため、結婚を希望
する若い世代が安心して結婚して定住できるように、県及び市町が運営する出会いサポートセンターと連携した出会
いの場を提供するとともに、市独自の子育て施策の充実を図り支援を行っている。

結婚を望む若い世代が安心して結婚・出産・子育てができるようにすることを基本目標とし、「妊娠・妊娠・出産・子育
てに温かいまちづくり」、「未来につながる教育」を講ずべき施策に関する基本的な方向としている。
　具体的な施策として、①結婚サポート体制の充実、②妊娠・出産・乳幼児への支援③子育て支援の情報発信と相
談体制の充実④子育ての負担軽減⑤子育て環境の向上をすることとしている。

○ 住宅取得費用 ○ 住宅リフォーム費用 ○ 住宅賃借費用 ○ 引越費用

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

＜本個別事業の位置付け＞

１．概要

【対象費用】

費用内訳（円） 個別事業の内容のとおり

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け

個
別
事
業
の
内
容

所得要件

年齢要件

29歳以下
の場合



世帯 世帯

世帯

世帯

＜上限額＞ ＜左記の上限額の合計を使用しない場合の積算＞

　（29歳以下） × 円 = 円

　（その他） × 円 = 円

　（継続補助） 円

円

２．申請見込

①新規世帯見込 33 ②継続補助世帯見込 27

上記のうち ともに29歳以下 20 （継続補助規定の有無） 有

その他 13
【世帯数積算根拠】

　(参考）

　【令和７年度申請状況】 実施中

　申請世帯数見込 60 世帯

～12月(実績) 25 世帯

1月～3月(見込) 35 世帯

【金額積算根拠】

20 世帯 600,000 12,000,000

13 世帯 300,000 3,900,000

7,616,400

合計 23,516,400

３．広報の実施予定

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

安心して産み育てることができると思っている人の割合（高校生以下の子どもがいる世帯） ％ 81.8（R11） 81.8（R6）

　市HPや市広報誌への掲載、市LINEアカウントによる情報発信を行う。チラシについては、戸籍担当窓口での配架及び婚姻届提出時の
配布する。

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

結婚にあたり市の支援を受けた件数 件 136（R6～R10累計） 65（R6～R8.1時点）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.35（H30～R4厚生労働省：R6公表値）

婚姻件数 件 477（R4静岡県人口動態統計：R6公表値）

婚姻率 3.7（R4静岡県人口動態統計：R6公表値）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① 支給世帯実績／支給見込世帯数の割合 ％ 100(R8) 42(R8.1時点)

％ 80(R8) 75(R8.1時点)

参考指標
※全事業共通

　〈新規世帯〉過去４年間の平均により、婚姻数と受給者の割合により、新規件数を算
出。実績に基づき、新規世帯における29歳以下世帯数及び39歳以下世帯数の割合から
それぞれの件数を算出。
・新規29歳以下：⑤20世帯＝①407件×②8.1％×③59.4％
・新規39歳以下：⑥13世帯＝①407件×②8.1％×④40.6％
①過去４年間の平均割合より算出した婚姻件数：407件
②過去４年間の婚姻数における新規受給者件数割合：8.1％
③申請実績に基づく、新規世帯における29歳以下世帯の割合：59.4％
④申請実績に基づく、新規世帯における39歳以下世帯の割合：40.6％
　〈継続世帯〉申請実績割合から件数を算出。
・継続29歳以下：23世帯＝⑤20世帯/⑦46.3％×⑧53.7％
・継続39歳以下：４世帯＝⑥13世帯/⑨76.5％×⑩23.5％
⑦29歳以下世帯の新規割合：46.3％
⑧29歳以下世帯の継続割合：53.7％
⑨39歳以下世帯の新規割合：76.5％
⑩39歳以下世帯の継続割合：23.5％

見込申請件数に、申請実績に基づいた執行率を乗じ算出。
【29歳以下】
新規：20世帯×600千円×①68.2％＝8,184千円
継続：23世帯×600千円×②50.2％＝6,927.6千円
執行率：①新規68.2％　②継続50.2％
【39歳以下】
新規：13世帯×300千円×①89.7％＝3,498.3千円
継続：4世帯×300千円×②57.4％＝688.8千円
執行率：③新規89.7％　④継続57.4％
調整：▲298.7千円
計：19,000,000円

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標

②
結婚・妊娠・共育ての相談機会提供・支援プログラムに関するアンケートにおけ
る「地域に応援されていると感じた世帯の割合」 ％ 80(R8) 75(R8.1時点)

（アウトカム)

①
結婚・妊娠・共育ての相談機会提供・支援プログラムに関するアンケートにおけ
る「本事業の認知度」


